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札幌駅前通北街区地区計画 認定申請手続きについて 

１ 事前協議 

札幌駅前通北街区地区計画の規定に基づく建築物の容積率の最高限度の認定及び変更の承認（以

下、「認定等」という。）の申請を行おうとする者は、認定等の申請をする前に、建築計画の概要書

等を市長に提出又は提示し、協議すること。 

≪参考：認定手続きの流れ≫ 

（１）建築物の容積率の最高限度の認定

（２）その他の認定

○道路斜線制限及び隣地斜線制限の適用除外に係る認定

○建築物等の高さの最高限度の適用除外に係る認定（地区整備計画「建築物等の高さの最高限度」

の項目第４項第３号及び第４号に係る認定）

以上の認定を受けようとする場合は、「札幌市地区計画等の区域内における建築物の制限に関

する条例施行規則（昭和 58 年 規則第 19 号）」に基づき、所定の手続きを行ってください。 

※問い合わせ先・・・都市局建築指導部管理課（市役所本庁舎２階 ℡011-211-2859）

２ 認定等の申請 

建築主は認定等の申請書を、確認申請を提出する 15 日前かつ工事に着手する日の 30 日前までに

市長に提出すること。 

３ 誓約書の提出及び維持管理責任者の選任 

 所有者（新築時にあっては建築主）は認定等の申請の際に、認定条件に係る取組として整備した

事項の維持管理に努める旨の「建築物の容積率の最高限度の認定条件に係る取組に関する誓約書

（様式４）」を市長に提出すること。 

 また、認定条件に係る取組として整備した部分の維持管理責任者を選任して、「建築物の容積率

の最高限度の認定条件に係る取組の維持管理責任者選任届（様式５）」を市長に提出すること。な

お、維持管理責任者を変更する場合は、再度選任届を提出すること。 

 ただし、認定等の申請時に、認定条件に係る取組の整備及び維持管理に関する協定を市長と締結

する場合は、「建築物の容積率の最高限度の認定条件に係る取組に関する誓約書（様式４）」及び「建

築物の容積率の最高限度の認定条件に係る取組の維持管理責任者選任届（様式５）」を市長に提出

しなくてもよい。 

４ 認定を受けた建築物である旨の表示 

 所有者は、当該建築物が札幌駅前通北街区地区計画に基づく認定を受けた建築物である旨を記入

した標示板（様式６）を敷地内の見やすい場所（壁面後退区域内を除く。）に設置すること。 
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５ 工事の完了報告 

建築主は、工事を完了したときは速やかに市長に工事完了報告書（様式７）を提出すること。 

６ 計画の変更 

認定を受けた建築物の認定に係る内容を工事完了前に変更しようとする場合は、承認申請書（様

式８）の正本及び副本に認定通知書及び市長が必要と認めた書類を沿えて市長の承認を受けること。 

７ 記載事項の変更 

 認定の申請後、工事完了前に建築主の変更等認定申請書の記載事項に変更があった場合は、記載

事項変更届（様式９）に市長が必要と認めた書類を添えて市長に届出なければならない。この場合、

認定を受けた後にあっては、前段に定める書類に認定通知書を添えるものとする。 

８ 認定の取り消し 

 認定申請書に虚偽の事項を記載して認定を受けた場合においては、市長はその認定を取り消すこ

とができる。 

９ 認定申請の取り下げ又は取り止め 

 認定申請を取り下げる場合は、取り下げ届（様式 10）を、認定を受けた事項を取り止めた場合は

取り止め届（様式 11）に認定通知書を添えて市長に届け出なければならない。 

10 認定を受けた建築物の増築等 

 工事完了後、認定を受けた建築物の増築等により申請内容を変更しようとする場合は、変更内容

に係らず事前に協議し、必要な手続きを行うこと。 

11 維持管理状況の報告 

 維持管理責任者は、認定条件に係る取組として整備した部分の維持管理状況について、年に１回、

市長に報告すること。なお、報告は維持管理状況が確認できる写真などを提出することとし、その

様式については、特段定めはないものとする。 

12 必要書類 

建築物の容積率の最高限度の認定を申請するものは、次に掲げる図書を市長に提出すること。(正

副２部) 

(１) 認定申請書（様式１）

(２) 地区計画等の区域内における行為の届出書（様式２）

(３) 建築物の容積率の最高限度の認定適格判定書（様式３）

(４) 地積図及び地番図、公図の写し

(５) 床面積一覧表・求積図

(６) 誘導用途(地区整備計画 別表１、別表２、別表３に掲げる用途)別床面積一覧表・求積図

(７) 付近見取図

(８) 配置図

※認定要件（歩道沿い空地、札幌駅前通公共地下歩道（地下鉄さっぽろ駅）の出入口、屋

外広場、壁面後退距離等）の配置・規模（寸法）・整備内容、屋外の駐車・駐輪施設の

配置・規模、車の出入口の位置(歩道縁石切下げ位置を含む)、緑化計画を図示すること。
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(９) 各階平面図（１階平面図は配置図を兼ねることができる。）

※認定要件（誘導用途に供する部分、札幌駅前通公共地下歩道（地下鉄さっぽろ駅）との

接続部分、札幌駅前通公共地下歩道（地下鉄さっぽろ駅）の出入口、屋内広場等）の配

置・規模（寸法）・整備内容、屋内の駐車・駐輪施設の配置・規模を図示すること。

(10) 立面図４面 ※各部分の仕上げ及び色彩を明示すること。

(11) 断面図（２面以上）

(12) 緑化計画図 ※自然的要素の一覧表を記載すること。

(13) 駐車・駐輪施設の台数算定表 ※用途別面積表を添付すること。

(14) 完成予想図

(15) 現況写真

(16) 建築物の容積率の最高限度の認定条件に係る取組に関する誓約書（様式４）

(17) 建築物の容積率の最高限度の認定条件に係る取組の維持管理責任者選任届（様式５）

(18) 工事完了報告書（様式７） ※工事完了後提出

13 標準処理期間 

標準処理期間は、認定等の申請書の提出のあった日から起算して 15 日間とする。 

お問い合わせ先 

札幌市まちづくり政策局都市計画部地域計画課 

〒060-8611 

札幌市中央区北１条西２丁目 
電話 011-211-2545 FAX 011-218-5113 



《 様 式 集 》 

（様式１） 認定申請書 

（様式２） 地区計画等の区域内における行為の届出書（参考） 

（様式３） 建築物の容積率の最高限度の認定適格判定書 

（様式４） 建築物の容積率の最高限度の認定条件に係る取組に関する誓約書 

（様式５） 建築物の容積率の最高限度の認定条件に係る取組の維持管理責任者選定届 

（様式６） 敷地内に掲示する標示板 

（様式７） 工事完了報告書 

（様式８） 承認申請書 

（様式９） 記載事項変更届 

（様式１０） 取り下げ届 

（様式１１） 取り止め届 



認 定 申 請 書 

（第一面） 

札幌圏都市計画札幌駅前通北街区地区計画の規定による建築物の容積率の最高限度の認定を申

請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

（あて先）札幌市長 

年 月 日 

申請者氏名 

【1.申請者】 

【イ．氏名のﾌﾘｶﾞﾅ】 

 【ロ．氏名】 

【ハ．郵便番号】 

【ニ．住所】 

【ホ．電話番号】 

【2.設計者】 

【イ．資格】          ( )建築士    ( )登録第 号 

 【ロ．氏名】 

【ハ．建築士事務所名】 ( )建築士事務所 ( )知事登録第 号 

【ニ．郵便番号】 

【ホ．所在地】 

【ヘ．電話番号】 

※受付欄 ※認定番号欄

年 月 日 年 月 日 

第 号 第 号 

※受付印

様式１ 



（第二面） 

建築物及びその敷地に関する事項 

【1.地名地番】 

【2.住居表示】 

【3.防火地域】 □防火地域 □準防火地域 □指定なし

【4.その他の区域、地域、地区、街区】 

【5.道路】 

 【イ.幅員】 

 【ロ.敷地と接している部分の長さ】 

【6.敷地面積】 

 【イ.敷地面積】  (1)(  )(  )(  )(  ) 

 (2)(  )(  )(  )(  ) 

 【ロ.用途地域等】  (  )(  )(  )(  ) 

 【ハ.建築基準法第 52 条第１項及び第２項の規定による建築物の容積率】 

 (  )(  )(  )(  ) 

 【ニ.建築基準法第 53 条第１項の規定による建築物の建蔽率】 

 (  )(  )(  )(  ) 

 【ホ.敷地面積の合計】 (1) 

(2) 

 【ヘ.敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】 

 【ト.敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】 

 【チ.備考】 

【7.主要用途】 (区分  ) 

【8.工事種別】 

□新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更 □大規模の修繕 □大規模の模様替

【9.建築面積】  ( 申請部分 )( 申請以外の部分 )( 合計 ) 

 【イ.建築面積】  ( )( )( ) 

 【ロ.建蔽率】 

【10.延べ面積】          (  申請部分  )( 申請以外の部分 )( 合計 ) 

 【イ.建築物全体】  ( )( )( ) 

【ロ.地階の住宅又は老人ホーム等の部分】 

( )( )( ) 

【ハ.エレベーターの昇降路の部分】 

( )( )( ) 

【ニ.共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】 

( )( )( ) 

 【ホ.自動車車庫等の部分】 ( )( )( ) 

 【ヘ.備蓄倉庫の部分】  (  )(  )(  ) 

 【ト.蓄電池の設置部分】  (  )(  )(  ) 

 【チ.自家発電設備の設置部分】 

  (    )(  )(  ) 

 【リ.貯水槽の設置部分】   (    )(  )(  ) 

【ヌ.宅配ボックスの設置部分】 

 (  )(  )(  ) 

【ル.住宅の部分】 ( )( )( ) 



【ヲ.老人ホーム等の部分】 

 (  )(  )(  ) 

【ワ.延べ面積】 

 【カ.容積率】  

【11.建築物の数】 

 【イ.申請に係る建築物の数】 

 【ロ.同一敷地内の他の建築物の数】 

【12.高さ】 

 【イ.最高の高さ】 

 【ロ.階数】 

【13.工事着手予定年月】 年 月 

【14.工事完了予定年月】 年 月 

【15.その他必要な事項】 

【16.備考】 



（第三面） 

建築物別概要 

【1.番号】 

【2.工事種別等】 □新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更

□大規模の修繕 □大規模の模様替 □既設

【3.構造】 造 一部 造 

【4.高さ】 

【イ.最高の高さ】 

【ロ.最高の軒の高さ】 

【ハ.階数】 

【5.用途別床面積】 

(用途の区分)(具体的な用途の名称)( 申請部分 )(申請以外の部分)( 合計 ) 

【イ．】(  )( )(  )(  )(  ) 

【ロ．】(  )( )(  )(  )(  ) 

【ハ．】(  )( )(  )(  )(  ) 

【ニ．】(  )( )(  )(  )(  ) 

【ホ．】(  )( )(  )(  )(  ) 

【6.自動車車庫等】 

( 申請部分  )(  申請以外の部分 )( 合計 ) 

【イ．自動車駐車台数】 (  )(    )( ) 

【ロ．自転車駐輪台数】 (  )(   )( ) 

【7.その他必要な事項】 

【8.備考】 



（注意） 

1．各面共通関係

① ※印のある欄は記入しないでください。

② 数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。

2．第一面関係 

① 申請者の氏名の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができます。

② 申請者が 2 以上のときは、1 欄は代表となる申請者について記入し、別紙に他の申請者に

ついてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。

③ 2 欄は、設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称を書き、建築士事務所に属

していないときは、所在地は設計者の住所を書いてください。

④ 設計者が 2 以上のときは、2 欄は代表となる設計者について記入し、別紙に他の設計者に

ついて棟別にそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。

3．第二面関係 

① 住居表示が定まっているときは、2欄に記入してください。

② 3 欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。なお、建築物の敷

地が防火地域、準防火地域又は指定のない区域のうち 2以上の地域又は区域にわたるときは、

それぞれの地域又は区域について記入してください。

③ 4 欄は、建築物の敷地が存する３欄に掲げる地域以外の区域、地域、地区又は街区を記入

してください。なお、建築物の敷地が２以上の区域、地域、地区又は街区にわたる場合は、

それぞれの区域、地域、地区又は街区を記入してください。

④ 5 欄は、建築物の敷地が 2 メートル以上接している道路のうち最も幅員の大きなものにつ

いて記入してください。

⑤ 6 欄の「イ」(1)は、建築物の敷地が、2 以上の用途地域若しくは高層住居誘導地区、建築

基準法第 52 条第 1項第 1号から第７号までに規定する容積率の異なる地域、地区若しくは区

域又は同法第53条第1項第1号から第6号までに規定する建蔽率若しくは高層住居誘導地区

に関する都市計画において定められた建築物の建蔽率の最高限度の異なる地域、地区若しく

は区域（以下、「用途地域が異なる地域等」という。）にわたる場合においては、用途地域

が異なる地域等ごとに、それぞれの用途地域が異なる地域等に対応する敷地の面積を記入し

てください。「イ」(2)は、同法第 52 条第 12 項の規定を適用する場合において、同条第 13

項の規定に基づき、「イ」(1)で記入した敷地面積に対応する敷地の部分について、建築物の

敷地のうち前面道路と壁面線又は壁面の位置の制限として定められた限度の線との間の部分

を除いた敷地の面積を記入してください。

⑥ 6 欄の「ロ」、「ハ」及び「ニ」は、「イ」に記入した敷地面積に対応する敷地の部分に

ついて、それぞれ記入してください。

⑦ 6欄の「ホ」(1)は、「イ」(1)の合計とし、「ホ」(2)は、「イ」(2)の合計とします。

⑧ 建築物の敷地が、建築基準法第 52 条第 7 項若しくは第 9 項に該当する場合又は同条第 8

項若しくは第 12 項の規定が適用される場合においては、6欄の「ヘ」に、同条第 7項若しく

は第9項の規定に基づき定められる当該建築物の容積率又は同条第8項若しくは第12項の規

定が適用される場合における当該建築物の容積率を記入してください。

⑨ 建築物の敷地について、建築基準法第 57 条の 2第 4項の規定により現に特例容積率の限度

が公告されているときは、6 欄の「チ」にその旨及び当該特例容積率の限度を記入してくだ

さい。

⑩ 建築物の敷地が、建築基準法第 53 条第 2 項若しくは同法第 57 条の 5 第 2 項に該当する場

合又は建築物が同法第 53 条第 3項、第６項若しくは第７項若しくは第８項に該当する場合に

おいては、6 欄の「ト」に、同条第 2 項、第 3 項、第６項、第７項又は第８項の規定に基づ

き定められる当該建築物の建蔽率を記入してください。

⑪ 7 欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、主要用途をできるだ

け具体的に記入してください。

⑫ 8欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。

⑬ 10 欄の「ロ」に建築物の地階でその天井が地盤面からの高さ１メートル以下にあるものの

住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分、「ハ」にエ

レベーターの昇降路の部分、「ニ」に共同住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類

するものの共用の廊下又は階段の用に供する部分、「ホ」に自動車車庫その他の専ら自動車又

は自転車の停留又は駐車のための施設（誘導車路、操車場所及び乗降場を含む。）の用途に

供する部分、「ヘ」に専ら防災のために設ける備蓄倉庫の用途に供する部分、「ト」に蓄電



池（床に据え付けるものに限る。）を設ける部分、「チ」に自家発電設備を設ける部分、「リ」

に貯水槽を設ける部分、「ヌ」に宅配ボックス（配達された物品（荷受人が不在そのたの事由

により受け取ることができないものに限る。）の一時保管のための荷受箱をいう。）を設ける

部分、「ル」に住宅の用途に供する部分、「ヲ」に老人ホーム、福祉ホームその他これらに類

するものの用途に供する部分のそれぞれの床面積を記入してください。 

⑭ 住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものについては、10欄の「ロ」

の床面積は、その地階の住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用

途に供する部分の床面積から、その地階のエレベーターの昇降路の部分又は共同住宅

若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下若しくは階

段の用に供する部分の床面積を除いた面積とします。

⑮ 10欄の「ワ」の延べ面積及び「カ」の容積率の算定の基礎となる延べ面積は、各階

の床面積の合計から「ロ」に記入した床面積（この面積が敷地内の建築物の住宅及び老人

ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分（エレベーターの昇降

路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共

用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の３分の１を超える場合

においては、敷地内の建築物の住宅及び老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するも

のの用途に供する部分（エレベーターの昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム、

福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除

く。)の床面積の合計の３分の１の面積）、「ハ」及び「ニ」に記入した床面積並びに「ホ」

から「ヌ」までに記入した床面積（これらの面積が、次の(1)から(6)までに掲げる建

築物の部分の区分に応じ、敷地内の建築物の各階の床面積の合計にそれぞれ(1)から

(6)までに定める割合を乗じて得た面積を超える場合においては、敷地内の建築物の

各階の床面積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに定める割合を乗じて得た面積）を除

いた面積とします。また、建築基準法第52条第12項の規定を適用する場合においては、

「カ」の容積率の算定の基礎となる敷地面積は、6欄「ホ」(2)によることとします。 

(1) 自動車車庫等の部分 ５分の１

(2) 備蓄倉庫の部分 50 分の１

(3) 蓄電池の設置部分 50 分の１

(4) 自家発電設備の設置部分 100 分の１

(5) 貯水槽の設置部分 100 分の１

(6) 宅配ボックスの設置部分 100 分の１

⑯ 6 欄の「ハ」、「ニ」、「ヘ」及び「ト」、9 欄の「ロ」並びに 10 欄の「カ」は、百分率

を用いてください。

⑰ ここに書き表せない事項で特に認定を受けようとする事項は、14 欄又は別紙に記載して添

えてください。

4．第三面関係 

① この書類は、建築物ごとに作成してください。

② この書類に記載する事項のうち、5 欄の事項については、別紙に明示して添付すれば記載

する必要はありません。

③ 1欄は、建築物の数が 1のときは「1」と記入し、建築物の数が 2以上のときは、申請建築

物ごとに通し番号を付し、その番号を記入してください。

④ 2欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。

⑤ 5 欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、用途をできるだけ具

体的に書き、それぞれの用途に供する部分の床面積を記入してください。

⑥ ここに書き表せない事項で特に認定を受けようとする事項は、7 欄又は別紙に記載して添

えてください。

⑦ 建築物が高床式住宅（豪雪地において積雪対策のため通常より床を高くした住宅を

いう。）である場合には、床面積の算定において床下部分の面積を除くものとし、７

欄に、高床式住宅である旨及び床下の部分の面積を記入してください。



地区計画等の区域内における行為の届出書 地区コード 第 号

札幌市長 様

都市計画法第 58 条の２第１項の規定に基づき、 

□建築物の建築又は工作物の建設

□その他（  ） 

について届け出ます。

【□新規 □変更】 受 付 年 月 日

届
出
者
（
建
築
主
）

フリガナ

氏 名

住 所

（℡ ）

１ 地 区 名 【 】

２ 行 為 の 場 所 札幌市 区 

３ 行為の着手予定日 年 月 日 ４ 行為の完了予定日 年 月 日 

５

設

計

又

は

施

行

方

法

工
作
物
の
建
設

①
建
築
物
の
建
築
又
は

（イ）行為の種別 （・建築物の建築 ・工作物の建設）（・新築＜設＞ ・改築 ・増築 ・移転）

（ロ） 届 出 部 分 届出以外の部分 合 計 

設

計

の

概

要

(ⅰ)敷 地 面 積 ． ㎡ 

(ⅱ)建築又は建設面積 ． ㎡ ． ㎡ ． ㎡ 

(ⅲ)延 べ 面 積 
． ㎡ 

（ ． ㎡） 

． ㎡ 

（ ． ㎡） 

． ㎡ 

（ ． ㎡） 

(ⅳ)高さ（平均地盤面から） ． ｍ (ⅴ)用 途 

(ⅵ)垣・さく 有・無 構造 （地盤から ｍ） 

② そ の 他 （地下緩和面積等） 

６ 行為の場所の用途地域 1種低層住専･2 種低層住専･1 種中高層住専･2 種中高層住専･1 種住居･2 種住居･準住居･近隣商業･商業･準工業･工業･工業専用

７ 届出に係る建築物の概要 ①構 造 造 ②階 数 地上 階、地下 階 

③建 蔽 率
 ． ％（法定限度 ％） 

④容 積 率
． ％（法定限度 ％） 

（残りの面積 ． ㎡） （残りの面積 ． ㎡） 

⑤車庫形態 組込 別棟 無 ⑥屋根形態 落雪 無落雪 複合 

８ 設計地盤面（道路面より ｍ）＝現地盤面（道路面より ｍ）＋盛土（ ｍ） 

９ 設 計 者 
（住所） 

（名称・氏名） （℡ ） 

変
更
届
出

（設計等の変更が生じた場合は、本欄に変更内容を記入し、上記各欄は、変更後の内容を記入してください。） 

備考（注意） 

１．地区計画等において定められている内容に照らして、必要な事項について記載してください。 

２．延べ面積欄の（ ）内には、自動車車庫等の自動車の停留・駐車のための施設の床面積を記載してください。 

３．届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記入してください。 

４．当該届出に係る事項のうち、設計又は施工方法の変更が生じた場合は、変更の届出が必要です。 

建

築

物

等

に

関

す

る

制

限

項 目 
内 容 特 記 事 項 

制 限 内 容 届 出 内 容 審 査 

用 途 適・否 

建 蔽 率 適・否

容 積 率 適・否

最小敷地 適・否

壁 面 適・否

高 さ 適・否

屋根形態 適・否

垣・さく 適・否

看 板 適・否

そ の 他 適・否 （□ 求積図等で確認済み）

太枠内は記入しないでください。 

様式２ 



黒又は青のペン又はボールペンで記入願います。（図面をノリづけする場合は、この用紙の規格内に収めてください。）

付近見取図 記入上の注意：方位、道路及び目標となる地物を明記してください。

配 置 図

記入上の注意：縮尺、方位、敷地の境界線、敷地内における建築物の位置、寸法、届出に係る

建築物と他の建築物との別並びに敷地に接する道路の位置、幅員及び屋根の流

れ方向、また、道路及び周辺の土地との高低差を明示してください。 



平 面 図
記入上の注意：縮尺、階別、各室の室名及び店舗、事務所、アトリエ等の場合は、その内容も明

示してください。 

※塀・看板を設ける場合は、配置図に位置を明示し、断面図（高さ）については余白を利用して明示してください。 



立 面 図
記入上の注意：設計 GL、平均 GL 並びに方位面、建物の最高の高さ・軒の高さを明示してくだ

さい。 



地区計画等の区域内における行為の届出書〔控〕 地区コード 第 号

【□新規 □変更】

（届出者）

様
（備考）１．確認申請を提出される方は、この届出書（控）を確認申請時に提出してください。

（札幌市 まちづくり政策局 都市計画部 地域計画課） 

１ 地 区 名 【 】

２ 行 為 の 場 所 札幌市 区 

３ 行為の着手予定日 年 月 日 ４ 行為の完了予定日 年 月 日 

５

設

計

又

は

施

行

方

法

工
作
物
の
建
設

①
建
築
物
の
建
築
又
は

（イ）行為の種別 （・建築物の建築 ・工作物の建設）（・新築＜設＞ ・改築 ・増築 ・移転）

（ロ） 届 出 部 分 届出以外の部分 合 計 

設

計

の

概

要

(ⅰ)敷 地 面 積 ． ㎡ 

(ⅱ)建築又は建設面積 ． ㎡ ． ㎡ ． ㎡ 

(ⅲ)延 べ 面 積 
． ㎡ 

（ ． ㎡） 

． ㎡ 

（ ． ㎡） 

． ㎡ 

（ ． ㎡） 

(ⅳ)高さ（平均地盤面から） ． ｍ (ⅴ)用 途 

(ⅵ)垣・さく 有・無 構造 （地盤から ｍ） 

② そ の 他 （地下緩和面積等） 

６ 行為の場所の用途地域 1種低層住専･2 種低層住専･1 種中高層住専･2 種中高層住専･1 種住居･2 種住居･準住居･近隣商業･商業･準工業･工業･工業専用

７ 届出に係る建築物の概要 ①構 造 造 ②階 数 地上 階、地下 階 

③建 蔽 率
 ． ％（法定限度 ％） 

④容 積 率
． ％（法定限度 ％） 

（残りの面積 ． ㎡） （残りの面積 ． ㎡） 

⑤車庫形態 組込 別棟 無 ⑥屋根形態 落雪 無落雪 複合 

８ 設計地盤面（道路面より ｍ）＝現地盤面（道路面より ｍ）＋盛土（ ｍ） 

９ 設 計 者 
（住所） 

（名称・氏名） （℡ ） 

＜お知らせとお願い･････＞ 札幌市まちづくり政策局都市計画部地域計画課 

このたび、建築行為の届け出のあった地区は、都市計画法に基づき、住み良いまちづくりを目標として、 

《地区計画制度》が適用されている地区です。 

※建て方のルールが決められています。
この地区内においては、建築行為等を行う場合、建築基準法の制限のほか、地区計画制度のルール（制限）が決

められており、それに適合しなければ、住宅などの建築ができません。

※こんな時は、工事にかかる３０日前までに、届け出が必要です。
①建物の新築、増改築、移転 ②車庫や物置の設置 ③塀や看板の設置 ④建物の用途の変更

このような行為を行う場合は、工事にかかる３０日前までに、届け出が必要です。ただし、地区によっては、届

け出が不要なものもありますのでご相談ください。

※土地等の譲渡の場合！ 

土地、建物を譲渡される場合、譲り受ける人にも同じルールが適用されますので、譲受人に対し、地区計画につ

いて周知願います。

注意！！ 建蔽率、容積率に余裕はありますか？

 建蔽率、容積率が法令等で定めた制限の限度いっぱいになっていますと、今後は、計画内容によっては、増築や

車庫・物置（市販のプレハブを含む。）の設置ができませんので、ご注意ください。

＜建て方のルールなど地区計画の詳しい内容は、別添のパンフレットをご覧ください。＞

札幌市まちづくり政策局都市計画部地域計画課（市役所５階） ℡211-2545



黒又は青のペン又はボールペンで記入願います。（図面をノリづけする場合は、この用紙の規格内に収めてください。）

付近見取図 記入上の注意：方位、道路及び目標となる地物を明記してください。

配 置 図

記入上の注意：縮尺、方位、敷地の境界線、敷地内における建築物の位置、寸法、届出に係る

建築物と他の建築物との別並びに敷地に接する道路の位置、幅員及び屋根の流

れ方向、また、道路及び周辺の土地との高低差を明示してください。 



平 面 図
記入上の注意：縮尺、階別、各室の室名及び店舗、事務所、アトリエ等の場合は、その内容も明

示してください。 

※塀・看板を設ける場合は、配置図に位置を明示し、断面図（高さ）については余白を利用して明示してください。 



立 面 図
記入上の注意：設計 GL、平均 GL 並びに方位面、建物の最高の高さ・軒の高さを明示してくだ

さい。 



札幌駅前通北街区地区計画 

建築物の容積率の最高限度の認定適格判定書 

１．容積率緩和項目の適格判定 

項目 適否 

別に定めるまちづくりルール（札幌駅前通北街区地区まちづくりガイドライン）への準拠 適・否

（１）地上部の整備

項目 計画内容 
適否 

100%緩和 50%緩和 

ア 

１階で都

市計画道

路「札幌

駅前通」

に面する

部分の主

たる用途 

□別表１に掲げる用途

適・否 適・否

□ 飲食店

□
百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 

（                                  ）

□
理髪店、美容院、クリーニング取次店その他これらに類するサービス業を営む店舗 

（                                 ）

□ 展示場

□別表２に掲げる用途

□
銀行、損害保険代理店その他これらに類するサービスを営む店舗 

（                                 ）

□ 
学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類するもの 

（                                 ） 

□ 診療所 

□ 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 

□ 保育所 

□ ホテル又は旅館

□ 公衆浴場（個室付浴場業に係る公衆浴場を除く。）

□ ボーリング場、スケート場、水泳場又はスポーツの練習場

□ 映画スタジオ又はテレビスタジオ

□ 郵便局、警察署、消防署その他公益上必要なもの

□ 
その他市長が周辺の土地利用等を勘案して支障がないと認めるもの

（                         ）

にぎわいの演出への配慮事項 

・（  ） 

・（  ） 

イ 

別表３に

掲げる用

途に供す

る部分の

延べ面積

に対する

割合 

別表３に供する部分の面積（ ㎡） 

≧延べ面積（ ㎡）×２/３＝（ ㎡） 

適・否 

□ 
事務所、店舗、飲食店その他これらに類するもの 

（  ） 

□ 郵便局、警察署、消防署その他公益上必要なもの 

□ 展示場 

□ 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 

□ 保育所 

□ 公会堂又は集会場 

□ ホテル又は旅館

□ 
学校、図書館、博物館、美術館その他これらに類するもの

（ ） 

□ 公衆浴場（個室付浴場に係る公衆浴場を除く。） 

□ ボーリング場、スケート場、水泳場又はスポーツの練習場 

□ 診療所 

□ 映画スタジオ又はテレビスタジオ 

□ 自動車車庫 

□ 
その他市長が必要と認めたもの 

（ ） 

□ 
前各号の建築物に附属するもの 

（  ） 

ウ 

歩道沿い

空地の整

備 

□歩道沿い空地の幅員（ ｍ） 

≧２ｍ

適・否 適・否 □（空地等を設ける場合）

空地面積（      ㎡）

≧２ｍ後退する場合の壁面後退区域面積（ ㎡）

様式 ３ 



（２）敷地内貫通通路

項目 計画内容 
適否 

100%緩和 50%緩和 
敷地内貫
通通路の
整備 

□敷地内貫通通路の幅員（ ｍ）≧４ｍ
適・否

（３）地下接続

項目 計画内容 
適否 

100%緩和 50%緩和 
接続延長 ア □接続延長（ ｍ）≧敷地間口（ ｍ）×２/３＝（ ｍ）

≧１２ｍ

適・否

□（隣接建築物と同時期に接続する場合）
自己建築物の接続延長（① ｍ）≧６ｍ
隣接建築物の接続延長（② ｍ）≧６ｍ

接続延長合計（①＋②）＝（  ｍ）
≧｛自己敷地間口（  ｍ）＋隣接敷地間口（ ｍ）｝×２/３＝（ ｍ） 

イ □接続延長（ ｍ）≧６ｍ 適・否
接続部分
の用途 

□別表１に掲げる用途

適・否 適・否 

□ 飲食店 

□ 
百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 
（                                 ） 

□ 
理髪店、美容院、クリーニング取次店その他これらに類するサービス業を営む店

舗 
（                                 ） 

□ 展示場 

□別表２に掲げる用途

□ 
銀行、損害保険代理店その他これらに類するサービスを営む店舗 
（                                 ） 

□ 学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類するもの 
（  ） 

□ 診療所 

□ 劇場、映画館、演芸場又は観覧場 

□ 保育所 

□ ホテル又は旅館

□ 公衆浴場（個室付浴場業に係る公衆浴場を除く。） 

□ ボーリング場、スケート場、水泳場又はスポーツの練習場 

□ 映画スタジオ又はテレビスタジオ 

□ 郵便局、警察署、消防署その他公益上必要なもの 

□ その他市長が周辺の土地利用等を勘案して支障がないと認めるもの 
（                                 ） 

にぎわいの演出への配慮事項 
・（  ） 
・（  ） 

（４）出入口の取り込み

項目 計画内容 
適否 

100%緩和 50%緩和 
出入口の
取り込み 

□都市計画道路「札幌駅前通公共地下歩道」の都市計画決定された出入口
適・否

□都市高速鉄道「南北線さっぽろ駅」又は都市高速鉄道「東豊線さっぽろ駅」の出入口

（５）広場の整備

項目 計画内容 
適否 

100%緩和 50%緩和 
広場の整
備 

□（屋外広場）
広場面積（ ㎡）≧１００㎡

≧敷地面積（ ㎡）×１０％＝（ ㎡） 
適・否

□（協調して設ける屋外広場）
自己敷地の広場面積（①  ㎡）
≧自己敷地面積（ ㎡）×１０％＝（ ㎡）
隣接敷地の広場面積（②  ㎡）
≧隣接敷地面積（ ㎡）×１０％＝（ ㎡）

広場面積合計（①＋②）＝（ ㎡）≧１００㎡

□（屋内広場）
広場面積＝（ ㎡）≧１００㎡

≧敷地面積（ ㎡）×１０％＝（ ㎡） 
天井高さ＝（  ｍ）≧１０ｍ 
採光等への配慮事項 

・（  ） 
・（  ）



（６）別に定める基準への適合

項目 計画内容 
適否 

50%緩和 30%緩和 
重層的な回遊
ネットワーク
形成
【地下ネット
ワークの拡充
（隣接する建
築 物 間 の 接
続）】

□隣接する建築物と接続可能な地下通路を整備
ネットワークを形成するために接続する公共的な施設等（ ） 
地下通路の位置付け（□都市計画 □まちづくりガイドライン）
地下通路の有効幅員（ ｍ）≧２ｍ 
地下通路の開放時間（□  ：  ～  ：  □２４時間 □その他（ ）） 
管理区分（  ） 
関係地権者間との協議状況（  ） 
政）総合交通計画部交通計画課との協議状況（□済 □未） 

適・否 

項目 計画内容 
適否 

50%緩和 30%緩和 
重層的な回遊
ネットワーク
形成
【地上の歩行
者回遊ネット
ワークの拡充
（ 空 中 歩 廊
等）】

□隣接する建築物と接続可能な空中歩廊を整備
□隣接する建築物と接続可能なデッキを整備

適・否 

ネットワークを形成するために接続する公共的な施設等（ ） 
空中歩廊またはデッキの位置付け（□都市計画 □まちづくりガイドライン）
空中歩廊またはデッキの有効幅員（      ｍ）≧２ｍ
空中歩廊またはデッキの開放時間
（□ ：  ～  ：   □２４時間 □その他（ ）） 
管理区分（  ） 
冬期間に配慮したデッキの仕様（  ） 
関係地権者間との協議状況（  ） 
関係機関との協議状況（□済（協議先： ） □未） 

項目 計画内容 
適否 

50%緩和 30%緩和 
高機能オフィ
ス整備

□市外からの新規進出企業、または事業所を増床する市内企業のニーズに対応でき
る高機能オフィスを整備
１フロアあたりのオフィス占有部分の床面積（     ㎡）≧概ね１，０００㎡
オフィスの評価対象部分とそれに付随するオフィスの共用部分の床面積の合計
（ ㎡）≧概ね１０，０００㎡ 

≧従前のオフィス面積（  ㎡） 
オフィスの評価対象部分の天井高さ（ ｍ）≧２．７ｍ 

ＯＡフロア（ ㎜）≧１００㎜ □適用除外 
オフィスを小分けする構造（ ） 

適・否 適・否 

□オフィスの機能を向上させる空間を整備
（整備内容： ） 

適・否 
□まちづくりガイドラインに示す用途系ルールに準拠
（□クリエイティビティを高める交流機能 □ビジネスパーソンの支援機能）

項目 計画内容 
適否 

50%緩和 30%緩和 
ハイグレード
ホテル整備

□国際水準の宿泊機能を備えたハイグレードホテルを整備
整備完了予定年度（ 年度） 
最低客室面積（   ㎡） ※４０㎡程度 
客室総数（  室）≧５０室 
スイートルーム及びバンケットルームの設置（□有 □無）
ハイグレードホテルにふさわしい機能（整備内容： ） 
外国人宿泊客の利便増進のための措置（ ） 
経）観光・MICE 推進部観光・MICE 推進課との協議状況（□済 □未）

適・否 

項目 計画内容 
適否 

最大 
100%緩和 

最大 
50%緩和 

敷地外のまち
づくり貢献 

□計画敷地周辺の公共的な空間を再整備または新規整備
整備内容（ ） 
Ｓ’【公共的な空間】／Ｓ【敷地面積】×１００＝（ ）％ 
関係機関等との協議状況（□済（協議先： ） □未） 
政）都心まちづくり推進室の担当課との協議状況（□済 □未）

適・否 
適・否 
( )％ 

□札幌駅前通北街区地区のまちづくりへ寄与するための工夫
（ ） 

適・否 
( )％ 

項目 計画内容 
適否 

50%緩和 30%緩和 
低炭素・省エネ
ルギー化推進

□エネルギーネットワークへの接続
政）都心まちづくり推進室事業調整担当課との協議状況（□済 □未）
エネルギーネットワークの管理者との協議状況
（□済（協議先： ） □未）

適・否

□コージェネレーションシステムや地域熱供給プラントを整備
政）都心まちづくり推進室事業調整担当課との協議状況（□済 □未）
エネルギーネットワークの管理者との協議状況
（□済（協議先： ） □未）

適・否



項目 計画内容 
適否 

50%緩和 30%緩和 
防災性向上 □一時滞在スペース及び備蓄倉庫を整備

一時滞在スペースの面積（ ㎡（受入可能人数    人））
≧概ね２００㎡（受入可能人数１００人） 

備蓄倉庫の面積（     ㎡）≧５㎡
耐震等級及び構造等（         ）
非常用電源設備の稼働時間（      時間）≧７２時間
一時滞在スペースの表示設置場所（  ）
危）危機管理対策部危機管理対策課との協議状況（□済 □未）

適・否

項目 計画内容 
適否 

50%緩和 30%緩和 
景観資源配慮 □景観資源と調和した外壁の素材及び色・デザインを採用するもの

近接している景観資源（ ）
政）都市計画部地域計画課（景観係）との協議状況（□済 □未）

適・否 適・否

□景観資源に調和した形態とするもの
整備内容（ ） 

適・否

□建築物の配置を工夫したもの
整備内容（ ） 
□景観資源を望む展望スペースを整備するもの
整備内容（ ） 
□その他の取組を行うもの
整備内容（ ） 

項目 計画内容 
適否 

50%緩和 30%緩和 
既存建築物の活
用 

□既存建築物の保全・活用を見据えた整備
保全・活用する建築物（ ） 
保全・活用する建築物との敷地関係（□同一敷地 □適用除外）

適・否

項目 計画内容 
適否 

50%緩和 30%緩和 
交通施設整備に
よる良好な歩行
環境形成 

□共同荷さばき場を整備
荷さばき用の駐車スペース台数（   台 うち、共同荷さばきスペース  台）
＞札幌市建築物における駐車施設の附置等に関する条例で定める附置すべき台数
（      台）
荷さばき場の出入口、車路及び駐車スペースの有効高さ（    ｍ）≧３．４ｍ
政）総合交通計画部交通計画課との協議状況（□済 □未）

適・否 適・否 
□公共駐輪場を整備
駐輪台数（      台）≧協議により定めた台数（ 台） 
構造（□平面式 □階層式 □機械式）
建）総務部自転車対策担当課との協議状況（□済 □未）

□観光バス乗降場を整備
観光バス乗降場が面する道路（ ） 
自転車や歩行者への配慮事項（ ） 
経）観光・MICE 推進部観光・MICE 推進課との協議状況（□済 □未）
政）総合交通計画部交通計画課との協議状況（□済 □未）

項目 計画内容 
適否 

50%緩和 30%緩和 
地区ごとのまち
づくりルール策
定 

□まちづくりガイドラインに示す景観系ルール、活用形ルール及び活動系ルールへ
の準拠
該当のルール（□景観系ルール □活用形ルール □活動系ルール）

適・否

２．敷地面積による容積率緩和上限の適格判定 

緩和容積率の合計（１．（１）～（６）の合計）＝（ ％） 

敷地面積（ ㎡） 緩和上限 緩和容積率 
□２００㎡以下 １００％

％
□２００㎡超３００㎡以下 ２００％
□３００㎡超５００㎡以下 ２５０％
□５００㎡超
□１．（３）アまたはイに該当

４００％
（１．（３）アまたはイに該当していない場合は２５０％）

※太枠内は記入しないでください。



建築物の容積率の最高限度の認定条件に係る取組に関する誓約書 

年 月 日 

（あて先）札幌市長 

申請者

住 所

氏 名 印

電 話

このたび、下記建築物について札幌駅前通北街区地区計画に定める建築物の容積率の最

高限度の規定による認定を受けるにあたり、札幌駅前通北街区地区計画に基づき、地区整

備計画で定められた用途（誘導用途）に供する部分や歩道沿い空地など、認定条件に係る

取組を別紙図面のとおり計画いたしました。

私は、誘導用途に供する部分の維持に努め、誘導用途以外の用途に変更しないことを誓

約いたします。また、歩道沿い空地、敷地内貫通通路及び広場を広く一般に開放し、責任

を持って適切に維持管理するとともに、認定条件に係る取組として整備した事項を継続し

て維持管理することを誓約いたします。

なお、敷地及び建築物の一部又は全部を他に譲渡する場合においては、本誓約書の内容

を譲渡条件に付して譲受人に継承いたします。

記

1 建築物名称

2 建築場所

様式 ４ 



建築物の容積率の最高限度の認定条件に係る取組の維持管理責任者選任届 

年 月 日 

（あて先）札幌市長

申請者

住 所

氏 名

電 話

下記の札幌駅前通北街区地区計画の認定建築物について、           を誘

導用途に供する部分や歩道沿い空地など、認定条件に係る取組として整備した部分（札幌

市が維持管理する部分を除く。）の維持管理責任者として選任したので届けます。

なお、維持管理責任者を変更する場合には、事前に変更について届けます。

記

1 建築物名称

2 建築場所

誓 約 書 

上記の建築物について、誘導用途に供する部分や歩道沿い空地など、認定条件に係る取

組として整備した部分（札幌市が維持管理する部分を除く。）を適切に維持管理することを

誓約いたします。

維持管理責任者 住 所

氏 名 印

様式 ５ 



敷地内に掲示する標示板 

注１ 認定を受けるにあたり、実施した取組内容に応じた記載にすること。 

注２ ステンレス板、銅板等で耐候性・耐久性に富み、かつ、容易に破損しない材質とすること。

注３ 堅固に固定されたものであること。 

注４ 大きさは、縦 30cm 以上、横 50cm 以上であること。 

この建築物は、札幌のメインストリー

トとして魅力ある都心空間を創出する

ことを目標として、札幌駅前通北街区地

区計画に基づく認定により建てられた

ものです。

 敷地内に設けられた地下歩行空間（地

下鉄さっぽろ駅）の出入口、歩道沿い空

地、敷地内貫通通路及び広場はどなたで

も自由に通行･利用することができま

す。また、誘導用途に供する部分はにぎ

わいの創出を目的として設けられてい

ます。注１

札幌駅前通北街区地区計画の認定を受けた建築物についての標示板 

年 月

建築主

管理者

歩道沿い空地 

建築物 

出 
入 
口 

敷
地
内
貫
通
通
路

広場 誘導用途 

Ｎ

様式 ６ 



工事完了報告書 

年 月 日 

（あて先）札幌市長 

報告者の住所 

氏名 

 札幌駅前通北街区地区計画に基づく次の認定建築物の工事が完了しましたので下記の通

り報告します。 

記 

1 認定番号及び認定年月日 第 号 年 月 日 

2 建築物の位置 

3 認定建築物の概要 

 確認番号及び確認年月日 第 号 年 月 日 

4 工事完了年月日 年 月 日 

５ 写真(別添) 

※認定条件に係る取組として整備した部分及び標示板がわかる写真とすること。

以上 

様式 ７ 



承認申請書 

 さきに認定を受けた下記の建築物を一部変更しますので、認定通知書及び変更図書を添え

て承認申請をします。この申請書及び添付図書に記載の事項は事実に相違ありません。 

(あて先)札幌市長 

年 月 日 

申請者住所 

氏名 

建築場所 

認定年月日及び番号 

変更の概要 

備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。

様式 ８ 



記載事項変更届 

 

年  月  日  

(あて先)札幌市長 

 

                   申請者氏名(新)          

                         (旧)          

 

１ 申請者住所・氏名  

２ 認定年月日及び番号  

３ 建築場所  

４ 届出事項  

 

 

 

 

 

 

 

５ 理由  

 

 

 

 

 

 

 

 １ １、２及び３の欄は、認定申請書の副本と同じに書いてく

ださい。 

２ 認定前に変更があった場合は、２の欄に受付年月日・番号

を記入してください。 

備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。

様式 ９ 



取り下げ届(認定) 

年 月 日 

（あて先）札幌市長 

申請者氏名 

１ 受付年月日及び番号 

２ 申請者住所・氏名 

３ 建築場所 

４ 理由 

備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。 

様式 １０ 



取り止め届(認定) 

年 月 日 

（あて先）札幌市長 

申請者氏名 

１ 受付年月日及び番号 

２ 申請者住所・氏名 

３ 建築場所 

４ 理由 

備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。 

様式 １１ 
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